
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           

 ２０１２年９月３０日              NO,３２３ 

 

 砥沢で木材を伐採し 

ていた山は国有林でし 

たが、平川の上流に位 

置する平滝周辺の山は、 

古河鉱業が片品の千明 

家から買い受けたとい 

われています。 

 その時期や経緯は明 

らかになっていませんが、山林の台帳面積は６２００町歩（約 

６２平方キロメートル）という広大な領域でした。 

 明治４２年（１９０９）８月に砥沢と平滝に分教場が開かれ、

翌年の平滝分教場の生徒数は、６１人（砥沢６９人）だったこ

とから、明治の末には、根利山には従業員や家族など１５００

人から２０００人がくらしていたと考えられています。 

                  平滝集落跡の脇を流

れる平川には、川幅いっ

ぱいに水を落とす「犬吠

の滝」があります。 

                  当時は、滝の少し上流

に吊り橋が架かり、山神

神社へのお参りなどに

使われていました。 

 
こ
ん
に
ち
は
。
民
主
党
代
表
選
挙
が
お
こ
な
わ
れ
、
野
田
首
相
が
他
の
３
氏
に
大
差
を
つ
け
再
選
さ
れ
、

党
役
員
人
事
と
内
閣
改
造
が
お
こ
な
わ
れ
ま
す
が
、
１０
月
に
開
会
予
定
の
臨
時
国
会
で
の
首
相
指
名
は

お
こ
な
わ
れ
ず
、
政
権
は
継
続
さ
れ
ま
す
。 

 

政
権
が
継
続
さ
れ
る
以
上
、
野
田
首
相
が
先
の
通
常
国
会
会
期
末
の
参
議
院
で
問
責
決
議
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可
決
さ
れ

た
こ
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を
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あ
い
ま
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に
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で
き
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、
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民
、
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明
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し
、
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費

税
増
税
を
強
行
し
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国
民
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怒
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の
反
映
に
よ
る
も
の
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が
、
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は
、
代
表
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発
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の
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か
で
も
消
費
税
増
税
の
具
体
化
を
急
ぐ
こ
と
を
繰
り
返
し
て
い
ま
し
た
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政
権
を
継
承
す
る
野
田
首
相
を
追
い
詰
め
、
衆
議
院
の
解
散
・
総
選
挙
を
実
現
し
、 

 

新
し
い
政
治
を
切
り
開
く
こ
と
が
い
よ
い
よ
重
要
に
な
っ
て
き
ま
し
た
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 雨天のため一日順延された小学校の運動会が２４日、

各小学校でおこなわれました。 

子どもたちはクラスの仲間や保護者の声援を受け、力

いっぱい競技

をおこない、

声援にこたえ

ていました。 

 議会最終日の本会議で、「オスプレイ配備の撤回を求

める請願」は、趣旨採択となりました。 

 委員長報告では、「外交上の問題で 

あり、慎重にしなければならないが、 

安全性の確認を求めることは必要」と 

いう理由で、趣旨採択となりました。 

 ９月定例市議会は２４日、「オスプレイ配備の撤回を求める請願」、平成

２３年度沼田市一般会計及び特別会計６件の歳入歳出決算認定について、

平成２３年度沼田市水道事業剰余金の処分及び決算認定について、沼田市

教育委員と公平委員の同意について、脱原発を求める意見書案についてな

どを採決し閉会しました。 

 ２０１１年度（平成２３年度）決算では、市税など自主財源が２０１０

年度（平成２３年度）と比較すると約１億円減少し、４年連続の減少とな

りました。 

 防犯灯電気料の補助金など補助金カット 

がつづけられ、公共事業は中心市街地と地 

区各整理事業に重点的に配分され、身近な 

生活環境整備がおくれるなど、市民のくら 

しを支え、今の市民の願いにこたえる市政 

とはいえないのではないでしょうか。 

議会最終日の２４日、「脱原発を求める意見書（案）」が議員提案され、

全会一致で採択され、内閣総理大臣などにあて意見書が提出されることに

なりました。 

意見書では、原発に依存するエネルギー政策を改め、原発からの撤退を

図り、自然エネルギーの利用を促進することなどを求めています。 

 


